
平成26年経済センサス‐基礎調査の概要（案）

事業所ごとの調査企業構造の事前把握

 
 

 
〔事業所に関する事項〕 
 名称及び電話番号,所在地,経営組織,本所･支所の別及び本所等の名称･所在地,開設時期,従業者数,事業の種類等 
〔企業に関する事項〕 
 資本金等の額及び外国資本比率,決算月,持株会社か否か,親会社の有無等,子会社の有無等, 

  法人全体の常用雇用者数,法人全体の主な事業の種類,支所等の有無等 

調査事項 
 
〔事業所に関する事項〕 
 名称及び電話番号,所在地,経営組織,事業の種類等 
〔企業に関する事項〕 
 法人全体の正規雇用者数,法人全体の主な事業の種類, 

 法人全体の前年総売上高,支所等の有無及び名称・所在地，合併・分割状況等 

調査事項 
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調査手法 

 
  １ 事業所ごとの調査における本社一括調査等の導入  
     受け持ち事業所数の削減等、調査員の事務負担軽減のため、傘下支所事業所の情報について、本社からの回答が確実に見込める企業については本社一括調査を実施 
     → 導入するに当たっては、以下の３点について検討 
      ①本社からの回答が確実に見込める企業をどのように選定するのか 
      ②調査手法の選定について、傘下支所事業所数の規模等をどのように設定するのか 
      ③大きな企業の本社等で、調査員調査では、担当者との面会が困難な事業所（本社）の調査手法を検討 
  ２ オンライン調査の拡充と、オンライン回答を想定した調査事務の流れの検討 
    オンライン回答期間を延長した場合に、回答状況を調査員へ還元するしくみを検討 
              → 検討に当たっては、調査員の事務負担を考慮して、調査の流れが複雑にならないしくみを考慮 
  ３ その他  
     平成26年は大規模調査が輻輳しているため、経済産業省所管の商業統計調査と同時実施する 
     → 調査全体の流れ等、調査全般について経済産業省と共同で検討 

本調査における取組と今後の検討課題 

 

 ■ それぞれの事業所ごとに調査票を記入 

 

 ■ 本社等において国内の傘下支所事業所 

    の名称等を確認票に記入 

調査及び報告の単位 

(記入者) （民間事業者) 

(記入者) (調査員) 

(記入者) (調査員) 

    調査票 
   （支所） 

    調査票 
    （本社） 

確認票 
（本社） 

 
  日本標準産業分類に掲げる産業のうち、農林漁業に属する個人経営、家事サービス業及び 
  公務に属する企業を除き、傘下支所事業所を有する、全ての企業を対象に実施 

調査対象 
 
  日本標準産業分類に掲げる産業のうち、農林漁業に属する個人経営の事業所、家事サービス業及び 
  外国公務に属する事業所を除くすべての事業所を対象に実施 

調査対象 

 
  平成25年９月１日実施 

調査期日 
 
  平成26年７月１日実施 

調査期日 

 
  ○ 本社等において記入 
    （国内の傘下支所事業所の情報についても記入） 

報告の単位 
 
  ○ それぞれの事業所ごとにそれぞれ一枚の調査票を記入 
  ○ 本社等において記入（国内の傘下支所事業所の情報についても記入） 

報告の単位 

 ■ 本社等において保有する国内の傘下支所 

    事業所の名簿を提出し、調査対象名簿を 

      整備（詳細について検討中）  ■ 本社等において国内の傘下支所事業所 
     の情報をまとめて記入 
 

    調査票 
    （本社） 

    調査票 
    （支所） 

調査及び報告の単位 

(記入者) (国) 

（
民
間
事
業
者
） 

郵送配布・回収 

オンライン回答 

(記入者) （国) 

 傘下事業所名簿 

 改廃事業所名簿 

郵送配布・回収 

オンライン回答 

郵送回収 

資料３－２ 

希望 
確認票 

 
 平成26年調査における本社一括調査の 
 希望の有無 

確認事項 

（大企業等の傘下支所事業所の把握） 
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平成 26 年経済センサス‐基礎調査概要（案） 

 

１ 調査の目的 

経済センサス‐基礎調査は、事業所及び企業の経済活動の状態を調査し、全ての産業分野における事

業所及び企業の従業者規模等の基本的構造を全国及び地域別に明らかにすること、各種統計調査実施

のための基礎資料を得ることを目的とする。 

特に、経済センサス‐基礎調査の結果は、ビジネスレジスターの基盤となり、事業所・企業を対象とした各

種統計調査の母集団情報として活用されることから、事業所の確実な捕捉と企業構造の正確な整理に重

点を置いた調査を実施する必要がある。 

 

２ 企業構造の事前把握 

(1) 調査対象 

日本標準産業分類に掲げる産業のうち、農林漁業に属する個人経営、家事サービス業及び公務に属

する企業を除き、傘下支所事業所を有する全ての企業を対象に実施 

 

(2) 調査の期日 

平成 25 年９月１日現在によって実施 

 

(3) 報告の単位 

国内に保有する傘下支所事業所の情報について、本社が一括して記入 

 

(4) 調査の流れ 

総務省（民間事業者）－調査対象 

 

総務省と委託契約を結んだ民間事業者が、直接、調査対象事業所に郵送にて確認票を送付し、郵送

にて回収を行う。 

また、回答に関しては、Excel 形式の電子調査票を用意し、政府統計共同利用システムを介したオンラ

イン調査も導入。 

 

【検討課題】 

 支社等の改廃が激しい企業については、実査時の影響も考慮し、調査員調査の調査対象名簿につい

て事前整備を検討 

 個別対応となるため、傘下支所事業所の規模を対応できる範囲に限定する必要があり、どのよう

に選定するのか 

 改廃状況の確認方法をどのように行うのか 
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３ 事業所ごとの調査※ 

(1) 調査対象 

日本標準産業分類に掲げる産業のうち、農林漁業に属する個人経営の事業所、家事サービス業及び

外国公務に属する事業所を除くすべての事業所を対象に実施 

 

(2) 調査の期日 

平成 26 年７月１日現在によって実施 

 

(3) 報告の単位 

事業所・企業ごとに、次のいずれかの方法により、調査を行う。 

(ア) それぞれの事業所ごとに調査票を記入 

(イ) 国内に保有する傘下支所事業所の情報について、本社が一括して記入 

 

(4) 調査の流れ 

調査は、以下の流れにより実施する。 

① 調査員調査 

総務省－都道府県－市町村－指導員－調査員－調査対象 

② 本社一括調査 

総務省－調査対象 

 

地方公共団体の長が任命した調査員が、調査客体ごとに調査票を配布・取集する。 

調査票回収に当たっては、調査員が取集に伺う前にオンライン回答期間を設け、オンライン回答した

事業所については、調査員は取集に伺う必要がないしくみとする。 

オンライン調査期間後は調査員の対面取集を原則とするが、近年の調査環境悪化を踏まえ、郵送回

収についても検討する。 

 

【検討課題】 

 傘下支所事業所の情報について、本社からの回答が確実に見込める企業については、国において本

社一括調査を実施 

 本社からの回答が確実に見込める企業をどのように判断するのか 

 調査手法の選定について、傘下支所事業所数の規模等をどのように設定するのか 

 帳票形式の電子調査票である Excel 調査票を html 調査票とは別に作成する必要があるため、オ

ンライン調査のしくみをどのようにするのか 

 大きな企業の本社等で、調査員調査では、担当者との面会が困難な事業所（本社）については、直轄

調査の導入を検討 

 対象事業所（本社）の選定方法をどのようにするか 

 調査手法の振り分けについて、傘下支所事業所数の規模等をどのように設定するのか 

 迅速かつ正確な調査票回収のために、配布・回収をどのようにするのか 

 オンライン回答期間の延長を考慮したしくみの検討 

 調査員の事務負担を考慮して、調査のながれが複雑にならないしくみを検討 

 調査員に対して、どのように回答状況を伝達するのがよいか 

 

※ 国及び地方公共団体の機関については、乙調査として、別の調査系統によって実施 
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４ 調査事項 

企業構造の事前把握及び民営事業所を対象とした経済センサス‐基礎調査においては、次の表に掲げ

る事項を調査する 

 

調査・確認事項 事前把握 基礎調査 

事
業
所
に
関
す
る
事
項 

１ 名称・所在地及び電話番号 ○ ○ 

２ 合併・分割状況 ○  

３ 経営組織 ○ ○ 

４ 事業所の開設時期  ○ 

５ 事業所の主な事業の内容 ○ ○ 

６ 事業所の前年総売上高  Ｐ 

７ 事業所の従業者数  ○ 

８ 本所の正式名称及び電話番号・所在地  ○ 

９ 会社法人等番号 Ｐ  

10 労働保険番号 Ｐ  

11 EDINET コード Ｐ  

12 金融機関コード Ｐ  

企
業
に
関
す
る
事
項 

13 資本金等の額及び外国資本比率  ○ 

14 決算月  ○ 

15 持株会社か否か  ○ 

16  親会社の有無等  ○ 

17 子会社の有無等  ○ 

18 組織全体の前年総売上高 ○ Ｐ 

19 組織全体の主な事業の種類 ○ ○ 

20 組織全体の正規雇用者数 ○ ○ 

21 傘下事業所の数 ○ ○ 

22 傘下事業所の名称及び電話番号・所在地 ○  

23 傘下事業所ごとの正規雇用者数 ○  

上記のうち一部については、平成 24 年経済センサス‐活動調査結果及び行政記録情報を基にした情報

をプレプリントする。 




